
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
所定の屈折力を有した光学部を持つ眼内レンズであって、前記光学部の後面側に形成され
，光学部の前面を透過した光束を前面側へ反射させる第１反射部と、前記光学部の前面側
に形成され，該第１反射部にて反射された光束を光学部の後面側に反射させる第２反射部
と、を有し、第１反射部と第２反射部は患者眼に拡大像を提供する反射型望遠鏡系を形成
するとともに、前記第１反射部及び第２反射部の少なくともどちらか一方の反射部は入射
する光束の一部を透過する特性を有することを特徴とする眼内レンズ。
【請求項２】
請求項１の眼内レンズにおいて、前記第１反射部と第２反射部にて形成される反射型望遠
鏡系はカセグレン式反射型望遠鏡系であることを特徴とする眼内レンズ。
【請求項３】
請求項１の眼内レンズにおいて、第１反射部及び第２反射部の少なくともどちらか一方の
反射部は前記光学部の表面に形成されているとともに、該光学部の表面に形成された反射
部は生体適合性を有する材料にて被覆されていることを特徴とする眼内レンズ。
【請求項４】
請求項１～３の眼内レンズは前記光学部を患者眼の眼内にて固定、支持するための支持手
段を有することを特徴とする眼内レンズ。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、患者眼の眼内に設置する眼内レンズに関し、さらに詳しくは弱視用の眼内レ
ンズに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、弱視者用の視力補助手段として弱視者が見る対象物を大きく拡大させるために望
遠機能を持たせた弱視用眼内レンズが知られている。このような弱視用眼内レンズにおい
ては、長い焦点距離を有する折り返し望遠鏡の効果を生じる反射面体を内蔵した単一の眼
内レンズが知られている（例えば、特許文献１参照）。また、小型の望遠鏡を取り付ける
ことができるような機構を眼内レンズに持たせ、予めこの眼内レンズを挿入した患者が、
その後中心視野の欠陥等により弱視状態となった際に小型の望遠鏡を眼内レンズに設置す
ることにより視力を得るような弱視用眼内レンズが知られている（例えば、特許文献２参
照）。
【特許文献１】特開昭６２ -２２１３４５号公報
【特許文献２】特表２００２ -５０８９９５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、前者に示した弱視用眼内レンズにおいては、例えば近用距離（眼前 30cm
～ 50cm程度）に対してのみ拡大倍率にて焦点が合うように（拡大視にて）設計されており
、通常の有水晶体眼による見え方（通常視）は考慮されていない。このため、例えば５ｍ
以上の遠用距離においては焦点が合わず装用者にとって不都合である場合が多い。
　また、後者の弱視者用眼内レンズにおいては、後付けで装着する望遠鏡の光学系は、眼
内レンズの光学パワーを考慮しつつ、拡大光学系を構成させる必要があるが、装着する望
遠鏡にこのような光学系を構成させることは光学設計上、非常に困難である。また、後者
においても前者と同様の問題がある。
　以上のような従来技術の問題点に鑑み、拡大視ばかりでなく通常視をも考慮した弱視者
用眼内レンズを提供することを技術課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記課題を解決するために、本発明は以下のような構成を備えることを特徴とする。
　（１）　所定の屈折力を有した光学部を持つ眼内レンズであって、前記光学部の後面側
に形成され，光学部の前面を透過した光束を前面側へ反射させる第１反射部と、前記光学
部の前面側に形成され，該第１反射部にて反射された光束を光学部の後面側に反射させる
第２反射部と、を有し、第１反射部と第２反射部は患者眼に拡大像を提供する反射型望遠
鏡系を形成するとともに、前記第１反射部及び第２反射部の少なくともどちらか一方の反
射部は入射する光束の一部を透過する特性を有することを特徴とする。
　（２）　（１）の眼内レンズにおいて、前記第１反射部と第２反射部にて形成される反
射型望遠鏡系はカセグレン式反射型望遠鏡系であることを特徴とする。
　（３）　（１）の眼内レンズにおいて、第１反射部及び第２反射部の少なくともどちら
か一方の反射部は前記光学部の表面に形成されているとともに、該光学部の表面に形成さ
れた反射部は生体適合性を有する材料にて被覆されていることを特徴とする。
　（４）　（１）～（３）の眼内レンズは前記光学部を患者眼の眼内にて固定、支持する
ための支持手段を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明によれば、弱視用眼内レンズにおいて拡大視と通常視の両方を得ることができる
。
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【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。図１は本実施形態で用いる弱視
用眼内レンズの側面を透過して見た状態の概略図である。
　図１に示す眼内レンズ１は、所定の屈折力を有する光学部２と、光学部２に接合され眼
内にて光学部２を固定支持するための支持部３とから構成される。本実施形態の眼内レン
ズ１は、光学部２と支持部３とを別々に形成しておき、その後一体化する３ピースタイプ
の眼内レンズを示している。
【０００７】
　光学部１は従来眼内レンズの材料として用いられているものが使用できる。例えば、Ｐ
ＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）等の硬い材料や、シリコーンやＨＥＭＡ（ヒドロキ
シエチルメタクリレート）等の単体や、アクリル酸エステルとメタクリル酸エステルの複
合材料からなる折り曲げ可能な材料等が挙げられる。なお、このような眼内レンズ材料に
紫外線吸収剤や青視症防止のための着色剤等を適宜添加しておいても良い。また、支持部
３も従来眼内レンズの支持部材料として用いられているものが使用できる。支持部形成用
の基材としては、例えばＰＭＭＡ，ポリプロピレン、ポリイミド等が挙げられる。
【０００８】
　光学部２は図１に示すように、前面１０ａ及び後面１０ｂが所定の曲率を持った両凸形
状を有しており、水晶体の代替として眼内に設置される一般的な眼内レンズの形状を有し
ている。また、光学部２の後面１０ｂ側には光学部前面１０ａから入射した光束の一部を
透過し、一部を前面１０ａ側へ折り返す（反射させる）ハーフミラー機能を有した凹面鏡
形状の反射部４が形成されている。なお、反射部４は光学部２の後面１０ｂにリング状に
形成されている。
【０００９】
　また、光学部の前面側には反射部４にて反射された光束を再び後面１０ｂ側に折り返し
、網膜で拡大像を形成するための凸面鏡形状の反射部５が形成されている。なお、反射部
５は光学部２の前面１０ａの中央部に円形状に形成されている。また、反射部５も反射部
４と同様に光束の一部を透過し、一部を反射させるハーフミラー機能を有している。
【００１０】
　このような眼内レンズ１は、前面１０ａ及び後面１０ｂが有する曲率にて通常の眼内レ
ンズ（水晶体の代替として使用する眼内レンズ）の屈折力を持たせる構成とし、反射部４
及び反射部５にて網膜に拡大像を形成するための反射型望遠鏡系（カセグレン式反射型望
遠鏡系）を形成する構成としている。本実施形態の眼内レンズ１は、このような構成を有
することにより、反射部４及び反射部５にて反射される光束が網膜上にて結像することに
より拡大像（拡大視）を得ることができ、眼内レンズ１を透過する光束が網膜上にて結像
することによって通常の倍率の像（有水晶体眼によって見える倍率の像である通常視）を
得ることができるようになっている。
　６は反射部４の剥がれを抑制するとともに、生体への直接の接触を防ぐ為のコーティン
グ層である。
【００１１】
　次に前述した眼内レンズ１を製作する手順について、図２を基に説明する。
　図２（ａ）に示すように、前述したＰＭＭＡ等の眼内レンズ材料を重合、硬化させて平
板２ａを形成しておき、切削により平板２ａに所定の曲率を有した後面１０ｂと前面側の
中央部の所定領域に反射部５形成用の凹部とを形成する。
　次に、加工した平板２ａにハーフミラーコーティングを施し反射部４及び反射部５を形
成する。反射部４及び反射部５は、加工した平板２ａにおいてコーティングを行わない箇
所にマスキングを行い、その後Ｃｒ等のハーフミラー用材料を真空蒸着法等により蒸着さ
せることによって形成される。本実施形態における反射部４及び反射部５の光学特性は、
反射率 50％、透過率 50％とするものとしているが、これに限るものではなく、拡大視及び
通常視で得られる各像の相対的な光量バランスを考慮して適宜決定すればよい。例えば、
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各反射部のハーフミラーの光学特性を反射率 40％、透過率 60％としてもよい。また、反射
部４をハーフミラーとし、反射部５を全反射ミラーとすることもできる。また、反射部４
を全反射ミラー、反射部５をハーフミラーとすることもできる。
【００１２】
　反射部４及び反射部５を形成した後、図２（ｂ）に示すように、平板２ａと同材料から
なり、その後面（接合面）に反射部５と嵌合する凸部が形成された平板２ｂを平板２ａと
接合させる。平板２ａと平板２ｂとの接合は、平板２ａ，２ｂの形成に用いた眼内レンズ
材料のモノマーを接着剤として用いたり、樹脂同士の接着に一般的に用いられる接着剤を
使用することができる。なおまた、平板２ａと平板２ｂとを接合するのではなく、平板２
ａと同材料のモノマーを平板２ａの前側に接触させながら重合、硬化させることによって
反射部５を包埋し、平板２ａの厚みを増すようにしてもよい。平板２ｂの厚みは、光学部
２の前面１０ａを形成する際に、反射部５が削られないだけの厚みを有していればよい。
【００１３】
　平板２ａと平板２ｂとの接合後、水晶体の代替として使用するために必要な屈折力が得
られるように平板２ｂの前面（露出面）を切削加工することによって、図２（ｃ）に示す
ように前面１０ａを形成し、眼内レンズ１の光学部２を得る。また、この状態では反射部
４が光学部２の表面（後面１０ｂ）に露出しているため、生体適合性の問題や眼内に設置
した際に剥がれてしまう恐れがある。このため、後面１０ｂを生体適合性の良い樹脂にて
コーティングし、コーティング層６を形成する。コーティング層６の形成に用いる材料は
生体適合性が良く、透明であればよく、例えばＰＭＭＡ，ポリプロピレン、ポリイミド等
が挙げられる。なお、本実施の形態では反射部４が露出している後面１０ｂにコーティン
グ層６を設けるものとしているが、これに限るものではなく、光学部全体に対してコーテ
ィング層を形成するようにしてもよい。
【００１４】
　このようにして、光学部２を形成した後、別に作成した支持部３を光学部２に接合し、
眼内レンズ１の完成となる。なお、本実施形態では、光学部と支持部とを別々に形成して
おき、その後接合により一体化させる３ピース型の眼内レンズを例にとり説明したが、こ
れに限るものではなく、光学部と支持部とを一体的に形成する１ピース型の眼内レンズに
おいても本発明を適用することができる。
【００１５】
　次に、以上のような構成を備える眼内レンズを患者眼の眼内に設置した状態を図３に示
し、その作用について説明する。
　図３に示すように、眼内の所定位置に固定支持された眼内レンズ１に対して前方の所定
距離（例えば３０ｃｍ、４０ｃｍ等の近用距離）に位置する物体（物点）から放たれた光
束（点線で示している）は、角膜にてある程度の屈折を受けた後、眼内レンズ１に入射す
る。前面１０ａを透過した光束の一部は、反射部４にて前面１０ａ側に向かって反射され
る。反射部４にて反射された光束の一部は、さらに反射部５にて後面側に反射され網膜に
て結像する。このような反射部４と反射部５との組み合わせは、反射型の折り返し望遠鏡
系を形成しており、前方の所定距離に位置する物体の像を拡大像として患者眼の網膜に結
像させることとなる。
【００１６】
　また、無限遠（例えば患者眼から５ｍ以上離れた遠用距離）に位置する物体から放たれ
た光束（実線で示している）は、角膜にある程度の屈折を受けた後、眼内レンズ１の前面
１０ａ，反射部５，反射部４，後面１０ｂを透過し、網膜にて同じ倍率にて結像するよう
になっている。
【００１７】
　このように反射部４及び反射部５にて反射される光束は、反射部４及び反射部５にて構
成される反射型望遠鏡系にて網膜上に拡大像を結像することにより、例えば近用距離にお
いていは拡大像を得ることができ、遠用距離においては反射部４及び反射部５を透過する
光束にて通常の有水晶体眼と同じ倍率にて見ることができる通常視を得られることとなる
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。
【００１８】
　図４は図１に示した眼内レンズに代えて使用できる反射型望遠鏡系を有した他の眼内レ
ンズの形状を示した図である。図４（ａ）の眼内レンズは、カセグレン式の反射型望遠鏡
系を有したメニスカス形状の眼内レンズである。図４（ｂ）はグレゴリアン式の反射型望
遠鏡系を有した眼内レンズであり、その光学部の形状は両凸形状となっている。また、図
４（ｃ）はグレゴリアン式の反射型望遠鏡系を有した眼内レンズであり、その光学部の形
状はメニスカス形状となっている。なお、これらの各光学部内部に有する反射部は、本実
施の形態で示した反射部と同様に光束の一部を反射し、残りを透過させるハーフミラーの
特性を有している。また、光学部の形状はこれに限るものではなく、その他、通常の眼内
レンズに用いられる形状であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本実施形態における弱視用眼内レンズの構成を示した図である。
【図２】本実施例の眼内レンズの製造方法を示した図である。
【図３】眼内に眼内レンズを設置した際の光束の結像を示した図である。
【図４】本発明の眼内レンズの変容例を示した図である。
【符号の説明】
【００２０】
　１　眼内レンズ
　２　光学部
　３　支持部
　４　反射部
　５　反射部
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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